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（平成27年３月）
淡路広域水道企業団
平成　　年　　月　　日[bookmark: 様式第１号]様式第１号


　淡路広域水道企業団
　　企業長　中　田　　勝　久　様

　　　　　　　　　　　　　　　申請者住所
　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　㊞　　　

プロポーザル参加申込書

　平成　　年　　月　　日付で公告のありました「淡路広域水道お客さまセンター業務委託」の公募型プロポーザル方式による業務提案募集に参加したいので、関係書類を添えて申し込みます。
　なお、公告に示す参加資格のすべてを満たすとともに、本申込書及び添付資料の内容について、事実と相違ないことを誓約します。


記
１　添付書類
　(1)　会社概要関係書類（任意様式）
(2)　財務状況関係書類（指定様式）のほか、決算関係書類（任意様式）によるもの
(3)　品質マネジメント関係書類（任意様式）※取得している場合に限る。
(4)　情報セキュリティマネジメント関係書類（任意様式）※取得している場合に限る。
(5)　類似業務受託実績表（指定様式）
　(6)　類似業務受託実績を証する契約書の写し、又は実績を証明できる書類
　(7)　法人税、消費税及び地方消費税、法人市民税、固定資産税等に滞納がないことの証明書
　(8)　配置予定者の業務経歴書（指定様式）、もしくは参加資格要件のうち、配置予定者に関する事項について履行することを確約する書類（任意様式）
　(9)　 共同企業体結成届・委任状及び使用印鑑届（指定様式）、及び［添付書類］として共同企業体協定書の写し（任意様式等）　
※ただし、共同企業体による参加の場合に限る。

２　連絡先等
　(1)　住　　　所　　　〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　(2)　担当部署等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　うら面へ続く

　(3)　担当者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　(4)　電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　(5)　ＦＡＸ番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　(6)　電子メール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　




　　淡水企総第　　　号[bookmark: 様式第２号]様式第２号

平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　淡路広域水道企業団
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企業長　中　田　　勝　久

プロポーザル参加要請書

　先に参加申込みいただきました、「淡路広域水道お客さまセンター業務委託」公募型プロポーザル参加資格を審査した結果、参加資格を有すると認められましたので、同プロポーザルへの参加を要請いたします。
　つきましては、本件プロポーザル実施要領により、業務提案書及び提案見積書を指定期日までに提出してください。

記
１　提出書類及び指定期日
　　本件プロポーザル実施要領による。

２　質問受付期間
　　本件プロポーザル実施要領による。

３　問合せ先
(1)　住　所 　〒６５６－０４５２
兵庫県南あわじ市神代浦壁792番地6
(2)　名　称　　淡路広域水道企業団　総務課
　(3)　電　話　　０７９９－４２－５８９６
　(4)　ＦＡＸ　　０７９９－４２－５８９７


　　淡水企総第　　　号[bookmark: 様式第３号]様式第３号

平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　淡路広域水道企業団
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企業長　中　田　　勝　久

プロポーザル参加資格審査結果通知書

　先に参加申込みいただきました、「淡路広域水道お客さまセンター業務委託」公募型プロポーザルへの参加資格については、審査の結果、参加資格を有することが認められませんでしたので、お知らせいたします。
　上記の結果ではありますが、この度は、プロポーザルへ参加申込をいただきましたことに、厚く御礼申し上げます。
　今後とも、当企業団水道事業につきまして、御理解と御協力を賜りますようお願い申し上げます。

記

　（参加資格を有することが認められなかった理由）







様式第４号

経営比率計算書

　事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　

	

	自己資本比率　　 ＝
	自己資本額
	×100
	
	
	×100
	　　．　　％

	
	総資本額
	
	
	
	
	

	流　動　比　率　 ＝
	流動資産
	×100
	
	
	×100
	　　．　　％

	
	流動負債
	
	
	
	
	

	経常利益率　＝
	営業利益＋営業外収益－営業外費用
	×100
	
	
	×100
	　　．　　％

	
	売上高
	
	
	
	
	

	総資本利益率(ROA)　＝
	税引き後の当期純利益
	×100
	
	
	×100
	　　．　　％

	
	総資本額(◆)
	
	
	
	
	



【記入上の注意】
※ (◆)　･･･　総資本額 ＝（期首総資本＋期末総資本）÷２
　※ 直近の決算の内容で算出してください。
　※ 比率は小数点第２位（３位以下切り捨て）まで記載してください。

【添付書類】
　※ 直近２ヵ年分の貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、個別注記表、事業報告書を添付してください。




[bookmark: 様式第４号]　　　　　　　　　　　　類　似　業　務　受　託　実　績　表（現在履行中・履行予定）様式第５－１号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　
	
	発注者名
	発注者の属する都道府県名
	委託業務名
	契約期間
	契約金額
	給水人口
(最新公表統計)
	業務内容
（窓口・検針・収納等）

	１
	
	
	
	平成　　年　月　日から
平成　　年　月　日まで
	円
	人
	

	２
	
	
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	
	
	


※　現在履行中の実績で受託金額の大きいものを記載のこと。（履行予定、もしくは契約締結予定のものを含めても構いません。）
※　記載した受託実績の契約書の写し、又は実績を証明できる書類を添付のこと。
※　契約金額は、単価契約のものは単価で、総額契約のものは総額で記入のこと。
※　行が足りない場合は、適宜挿入ください。
※　契約期間の日付けの新しい順に記載ください。
※　ただし、業務開始日が平成20年4月1日以降のものに限る。
　　　　　　　　　　　　類　似　業　務　受　託　実　績　表（過去実績）様式第５－２号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　
	
	発注者名
	発注者の属する都道府県名
	委託業務名
	契約期間
	契約金額
	給水人口
(最新公表統計)
	業務内容
（窓口・検針・収納等）

	１
	
	
	
	平成　　年　月　日から
平成　　年　月　日まで
	円
	人
	

	２
	
	
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	
	
	


※　過去の実績で受託金額の大きいものを記載のこと。
※　記載した受託実績の契約書の写し、又は実績を証明できる書類を添付のこと。
※　契約金額は、単価契約のものは単価で、総額契約のものは総額で記入のこと。
※　行が足りない場合は、適宜挿入ください。
※　契約期間の日付けの新しい順に記載ください。
※　ただし、業務開始日が平成20年4月1日以降のものに限る

配置予定者の業務経歴書様式第６号（●/●）


（事業者名　　　　　　　　　　　　　　）

	参加資格要件名
	



	氏名
	

	生年月日
	

	資格等
	

	その他事項
	



主な業務履歴
以下については、本業務内容と同種又は類似の業務についての業務経歴を記入ください。
	平成　　年　　月
	

	平成　　年　　月
	

	平成　　年　　月
	

	平成　　年　　月
	

	平成　　年　　月
	

	平成　　年　　月
	

	平成　　年　　月
	

	平成　　年　　月
	


　※　行が足りない場合は、適宜挿入ください。
　※　記載内容については、従事先へ照会する場合があります。


[bookmark: 様式第５号]様式第７号



提　案　見　積　書

１　委託業務名　　淡路広域水道お客さまセンター業務委託

２　業務執行場所　淡路広域水道企業団給水区域全域（淡路広域水道企業団が指定する場所に窓口等を開設すること。）

　平成28年度から平成30年度まで同一業務を引き続き行うことを積算条件として、下記のとおり提案見積書を提出いたします。
　なお、提案見積書の内訳については、別添積算内訳書のとおりです。

記

	提案見積金額
	
	億
	千
	百
	
	拾
	万
	千
	
	百
	拾
	円



　※　金額は、消費税及び地方消費税を含まない本体価格とし、金額の先頭に「￥」を記載すること。
　※　金額は、業務履行期間（３年間）の合計金額を記載すること。


　　平成　　年　　月　　日

　淡路広域水道企業団
　　企業長　中　田　　勝　久　様


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
　　　　　　　　　　　　　　提案者　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　㊞　　　


提案見積に係る積算内訳書（平成２８年度～平成３０年度）　※３年間の合計（指定様式）


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　）　　
	項目
	科　　目
	科目別費用
税抜（円）
	内　　訳

	人　　件　　費
	給料等
	
	基本給・諸手当・賞与・時間外手当

	
	法定福利費
	
	社会保険料事業主負担額

	
	退職給与引当金
	
	

	
	福利厚生費
	
	従業員

	
	賃金等
	
	パート等

	
	
	
	

	
	小　計
	
	

	現　　場　　管　　理　　費
	事務所費
	
	お客さまセンターに係る運営費等

	
	通信費
	
	携帯電話使用料

	
	図書印刷費
	
	住宅地図等

	
	事務用品費
	
	文具類等

	
	消耗品費
	
	事務用消耗品等

	
	運搬費
	
	車輌経費等

	
	修繕費
	
	物品等修繕費

	
	保険料
	
	自動車保険、傷害保険、運送賠償保険等

	
	旅費交通費
	
	出張旅費等

	
	租税公課
	
	自動車税、印紙税等

	
	減価償却費
	
	車輌、物品等

	
	被服費
	
	従業員

	
	雑費
	
	運営費等

	
	小　計
	
	

	管理費
	一般管理費
	
	

	
	その他の諸経費
	
	

	委託期間（３年間）
の総合計
	
	提案見積書の金額と一致すること





提案見積に係る積算内訳書（平成２８年度）（指定様式）


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　）　　
	項目
	科　　目
	科目別費用
税抜（円）
	内　　訳

	人　　件　　費
	給料等
	
	基本給・諸手当・賞与・時間外手当

	
	法定福利費
	
	社会保険料事業主負担額

	
	退職給与引当金
	
	

	
	福利厚生費
	
	従業員

	
	賃金等
	
	パート等

	
	
	
	

	
	小　計
	
	

	現　　場　　管　　理　　費
	事務所費
	
	お客さまセンターに係る運営費等

	
	通信費
	
	携帯電話使用料

	
	図書印刷費
	
	住宅地図等

	
	事務用品費
	
	文具類等

	
	消耗品費
	
	事務用消耗品等

	
	運搬費
	
	車輌経費等

	
	修繕費
	
	物品等修繕費

	
	保険料
	
	自動車保険、傷害保険、運送賠償保険等

	
	旅費交通費
	
	出張旅費等

	
	租税公課
	
	自動車税、印紙税等

	
	減価償却費
	
	車輌、物品等

	
	被服費
	
	従業員

	
	雑費
	
	運営費等

	
	小　計
	
	

	管理費
	一般管理費
	
	

	
	その他の諸経費
	
	

	合計（平成28年度）
	
	平成２８年度（１年間の金額）





提案見積に係る積算内訳書（平成２９年度）（指定様式）


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　）　　
	項目
	科　　目
	科目別費用
税抜（円）
	内　　訳

	人　　件　　費
	給料等
	
	基本給・諸手当・賞与・時間外手当

	
	法定福利費
	
	社会保険料事業主負担額

	
	退職給与引当金
	
	

	
	福利厚生費
	
	従業員

	
	賃金等
	
	パート等

	
	
	
	

	
	小　計
	
	

	現　　場　　管　　理　　費
	事務所費
	
	お客さまセンターに係る運営費等

	
	通信費
	
	携帯電話使用料

	
	図書印刷費
	
	住宅地図等

	
	事務用品費
	
	文具類等

	
	消耗品費
	
	事務用消耗品等

	
	運搬費
	
	車輌経費等

	
	修繕費
	
	物品等修繕費

	
	保険料
	
	自動車保険、傷害保険、運送賠償保険等

	
	旅費交通費
	
	出張旅費等

	
	租税公課
	
	自動車税、印紙税等

	
	減価償却費
	
	車輌、物品等

	
	被服費
	
	従業員

	
	雑費
	
	運営費等

	
	小　計
	
	

	管理費
	一般管理費
	
	

	
	その他の諸経費
	
	

	合計（平成29年度）
	
	平成２９年度（１年間の金額）





提案見積に係る積算内訳書（平成３０年度）（指定様式）


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　）　　
	項目
	科　　目
	科目別費用
税抜（円）
	内　　訳

	人　　件　　費
	給料等
	
	基本給・諸手当・賞与・時間外手当

	
	法定福利費
	
	社会保険料事業主負担額

	
	退職給与引当金
	
	

	
	福利厚生費
	
	従業員

	
	賃金等
	
	パート等

	
	
	
	

	
	小　計
	
	

	現　　場　　管　　理　　費
	事務所費
	
	お客さまセンターに係る運営費等

	
	通信費
	
	携帯電話使用料

	
	図書印刷費
	
	住宅地図等

	
	事務用品費
	
	文具類等

	
	消耗品費
	
	事務用消耗品等

	
	運搬費
	
	車輌経費等

	
	修繕費
	
	物品等修繕費

	
	保険料
	
	自動車保険、傷害保険、運送賠償保険等

	
	旅費交通費
	
	出張旅費等

	
	租税公課
	
	自動車税、印紙税等

	
	減価償却費
	
	車輌、物品等

	
	被服費
	
	従業員

	
	雑費
	
	運営費等

	
	小　計
	
	

	管理費
	一般管理費
	
	

	
	その他の諸経費
	
	

	合計（平成30年度）
	
	平成３０年度（１年間の金額）





平成　　年　　月　　日[bookmark: 様式第６号]様式第８号


　淡路広域水道企業団
　　企業長　中　田　　勝　久　様

　　　　　　　　　　　　　　　申請者住所
　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　㊞　　　
　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

プレゼンテーション及びヒアリング出席者報告書

　「淡路広域水道お客さまセンター業務委託」公募型プロポーザルに係るプレゼンテーション及びヒアリングへの出席予定者を、次のとおり報告いたします。
	所属等及び役職
	氏　　名
	備　　考

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


※　出席予定者は、各参加事業者３～４名とし、共同企業体の場合には、共同企業体として最大で８名までとします。
※　共同企業体の場合は、構成員の事業者名称が分かるように記入ください。


[bookmark: 様式第７号]様式第９－１号

業　務　提　案　書

	
淡路広域水道お客さまセンター業務委託
公募型プロポーザル



　　　　　　※　これは表紙です。
　　　　　　　　提案は別紙に記入のうえ、この表紙をつけて提出してください。

記
１　事業者名

２　提出日　　　平成　　年　　月　　日

３　提出部数　　　正本１部（１／１部）



　上記のとおり、淡路広域水道企業団が実施する「淡路広域水道お客さまセンター業務委託」公募型プロポーザルにかかる業務提案書を提出いたします。なお、記載内容が事実と相違ないことを誓約いたします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
　　　　　　　　　　　　　　提案者　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　㊞　　




様式第９－２号

業　務　提　案　書

	
淡路広域水道お客さまセンター業務委託
公募型プロポーザル



　　　　　　※　これは表紙です。
　　　　　　　　提案は別紙に記入のうえ、この表紙をつけて提出してください。

記
１　事業者名

２　提出日　　　平成　　年　　月　　日

３　提出部数　　　副本１２部（通し番号：　　／１２部）



　上記のとおり、淡路広域水道企業団が実施する「淡路広域水道お客さまセンター業務委託」公募型プロポーザルにかかる業務提案書を提出いたします。なお、記載内容が事実と相違ないことを誓約いたします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
　　　　　　　　　　　　　　提案者　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　㊞　　　





（別紙）業務提案書に記載すべき事項（補助資料）

業務提案書には、下記の項目については漏れなく記載すること。

ただし、当該委託業務に要する経費等の金額又は金額が判明するものについての記述等はしないでください。（金額は、提案見積書にのみ記載してください。）

記
Ⅰ　会社概要等
　　①　会社概要及び財務状況
　　　　（1）会社概要については、資本金、所在地、業務内容、従業員数、社歴及び認証等の取得状況及びその他関連事項が分かる資料を提出してください。
財務状況については、様式第４号に掲げる事項及び直近２か年の各会計年度における決算関係書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、個別注記表）を提出してください。

　　　②　受注実績
（1）類似の水道料金等徴収業務を受託した実績（発注者名、給水人口、契約期間、業務内容等）について、「現在履行中（履行予定含む）」と「過去実績」とに分けて記載してください。
※　ただし、業務開始日が平成20年4月1日以降のものに限る
　
Ⅱ　経営方針等
　　　③　経営方針に対する考え方
（1）経営理念及び社会的責任
ア　自社の経営理念（社訓、事業方針等）及びそれを業務従事者に浸透させるための取り組みについて具体的に記載すること。
イ　自社の社会貢献に関する取り組みについて具体的に記載すること。
ウ　公営企業の業務受注者としてコンプライアンス（法令遵守等）をどのように考えているか。
（2）人材育成等
ア　自社における人材育成の方針を定めているか。また、目標とする人材とはどのようなものか、具体的に記載すること。
イ　（給与や休暇、福利厚生等以外で）業務従事者のモチベーションアップや離職防止対策について、これまでの自社の取り組みを具体的に記載すること。

Ⅲ　関連認証
　　　　④　品質マネジメント関連認証に対する考え方
　　　　　（1）ISO9001等の品質マネジメント関連認証の取得状況、業務提案書の提出時点で未取得の場合には今後の方針等について
（2）品質マネジメント関連認証に対する考え方又は業務の改善、効率化に対し、どのような提案があるか。

⑤　情報セキュリティマネジメント関連認証に対する考え方
　　　　　（1）プライバシーマーク又はISO27001の情報セキュリティマネジメント関連認証の取得状況、業務提案書の提出時点で未取得の場合には今後の方針等について
　　　　　（2）情報セキュリティマネジメント関連認証に対する考え方又は業務の改善、効率化に対し、どのような提案があるか。
　
Ⅳ　業務体制等
	⑥　業務体制及び業務執行計画に対する考え方
（1）業務場所における人員の配置計画、指揮命令系統等はどうなっているか。
ア　各組織（係、班等）の役割、担当業務及び業務別の配置予定者数（補助資料）

イ　指揮命令系統、管理・責任体制
上記アとイをまとめた組織・人員配置図もあわせて示すこと。
（2）配置予定の全従業員数、及びそのうち社員として雇用する人数（割合）を具体的に示すこと。
なお、ここでいう社員とは、社会保険（健康保険及び厚生年金保険）に加入し、一年以上の雇用関係が見込まれる者をいう。（社会保険の加入対象とならない社員や派遣契約、パート従業員は除く。）
（3）業務責任者等について、豊富な経験に基づく技能・知識を有する者を配置できるか。（経験・資格等を具体的に記載すること。）
（4）業務従事者全体のお客様に対する接遇能力及び苦情対応能力の向上を図るために、具体的にどのような取り組みを行うか。
（5）契約締結から業務開始までの準備期間について、どのような移行体制・移行計画を予定しているか。（業務従事者の確保、研修、引継ぎ等の具体的な体制、スケジュールを記載すること。）
（6）契約期間終了前に、新たな受注事業者に対して円滑に業務を引継ぐ体制が取れるか。（引継ぎ内容、引継ぎ体制、スケジュールについてどのように考えているか。）
（7）受注者側で整備する業務マニュアルの作成スケジュールはどうなっているか。また、業務開始後のマニュアルの整備についてどのように考えているか。
（8）法的な対応が必要となった場合に、受注者としてどのような対応（体制及び対応方法）が取れるか。

⑦　地域貢献（地元経済・地元雇用）に対する考え方
（1）全従業員数のうち、地元（給水区域内）で確保することを予定している人数（割合）を具体的に記載すること。
（2）地元経済への貢献等について、どのような優れた提案があるか。
（3）地元事業者の育成等について、どのような優れた提案があるか。

Ⅴ　業務履行方法
⑧　窓口業務に対する考え方
（1）応接業務（窓口等受付、料金収受等）の配置人員について、どのような人員、人材を配置するか。
（2）窓口及び電話対応でのお客様サービスの向上について、具体的にどのような取り組みができるか。
（3）データ入力等の内勤業務において、どのような人材（能力等）を配置できるか。
（4）データ入力ミス等に対する防止対策を、どのように考えているか。
（5）当該業務の改善又は効率化に対し、どのような提案があるか。（補助資料）


	⑨　検針業務・調定業務に対する考え方
（1）検針員として配置予定の人員について、下記の点について具体的に記載すること。
ア　配置人員数及びその算定根拠のついての説明
イ　うち経験者数（割合）
（2）検針員の業務管理をどのように行うか。また、検針員の事故等、検針遅れ防止に対してどのように対応するのか。
（3）誤検針の防止対策をどのように考えているか。また、誤検針が発生した場合、どのように対応するか。
（4）検針洩れ（ミス）の防止対策をどのように考えているか。また、検針洩れ（ミス）によって、本来存在するべき検針実績を喪失してしまった場合に生ずる損失・被害について、責任の解釈及びどのように対応するのか。
（5）検針管理（検針員の管理・指導、検針結果の分析）及び、検針結果分析による調査等（使用水量の認定、無断使用等）に配置予定の人員について、下記の点について具体的に記載すること。
ア　配置人員数及びその算定根拠についての説明
イ　人材（能力）に関する説明
（6）上記のほか、異常水量（漏水、転出等による水量の大幅増減、メーター故障、不正使用等）に対して、どのように対応するか。また、経験及びスキルのある人員を確保できるか。
（7）万一、検針遅れに対してどのように対応するのか。
（8）検針時において、お客様からの苦情や問い合わせに検針員だけでは対応できない場合、どのように対処するか。
（9）検針時等に、窓口等の変更、料金改定等の周知資料（チラシ類）の配布は可能か。下記の点について具体的に記載すること。
　　ア　配布方法及び費用等に関する考え方
　　イ　その他
（10）調定確定前の事前確認において、どのようなエラーチェックやリスク回避策を講じることができるか。
（11）当該業務の改善又は効率化に対し、どのような提案があるか。

⑩　収納業務・滞納整理業務に対する考え方
（1）収納業務
ア　適正な現金の収受及び管理方法について、どのような対策をとっているか。
イ　還付・充当業務の管理をどのように行うか。
ウ　収納業務の配置人員について、どのような人員、人材を配置するか。
エ　当該業務の改善又は効率化に対し、どのような提案があるか。

（2）滞納整理業務に対する考え方
ア　滞納整理・給水停止要員として、配置予定の人員について、下記の点について具体的に記載すること。
（ａ）　配置人員数及びその算定根拠についての説明
（ｂ）　人材（能力）に関する説明
イ　滞納整理業務（未収状況、収納状況等）の履行状況の確認は誰がどの程度の間隔で行うか。
ウ　暴力団関係者等からの苦情、不当要求、悪質なトラブル等についてどのような対応が図れるか。また、顧問弁護士に相談できる体制にあるか。
エ　無届により転出した滞納者への対応（早期発見、早期収納の方策）はどうするか。また、遠方転出した滞納者への効果的な対応方策はあるか。
オ　未納料金の督促をより効率的かつ効果的に行うための方策（停水に至る前に未納料金を徴収する工夫）について具体的に記載すること。（補助資料）

カ　停水執行後、その滞納者に対してどのように対応するか。
キ　収納率の向上にむけ、どのような取り組みがあるか。
ク　消滅時効成立の防止策として、どのような提案があるか。万一、時効成立に至ってしまった場合の責任に対する考え方も含めて記載すること。
ケ　当該業務の改善又は効率化に対し、どのような提案があるか。

⑪　開閉栓業務に対する考え方
（1）開閉栓業務の配置人員数について、下記の点について具体的に記載すること。
ア　配置人員数及びその算定根拠についての説明
イ　人材（能力）に関する説明
（2）開閉栓業務の管理をどのように行うか。
（3）中止精算業務の管理をどのように行うか。
（4）繁忙期においてどのような体制で行うか。
（5）当該業務の改善又は効率化に対し、どのような提案があるか。

⑫　水道メーター管理業務に対する考え方
　（1）業務の考え方及び実施方法
（2）当該業務の改善又は効率化に対し、どのような提案があるか。

　　　　⑬　給水工事台帳入力業務に対する考え方
　（1）業務の考え方及び実施方法
（2）当該業務の改善又は効率化に対し、どのような提案があるか。

　　　　⑭　断水等受付・初期対応業務に対する考え方
　（1）業務の考え方及び実施方法
（2）当該業務の改善又は効率化に対し、どのような提案があるか。

　　　　⑮　研修体制に対する考え方
　（1）業務の考え方及び実施方法
（2）当該業務の改善又は効率化に対し、どのような提案があるか。

　　　　⑯　苦情対応等困難事例に対する考え方
　（1）業務の考え方及び実施方法
（2）当該委託業務開始以前のトラブルに起因する事案等への対処に関する考え方、又は行動方針等
（3）当該業務の改善又は効率化に対し、どのような提案があるか。

Ⅵ　危機管理体制
　　　　⑰　個人情報保護に対する考え方
（1）情報セキュリティに関する考え方、これまでに受注した業務履行場所（事務所等）における個人情報の管理体制・方法はどうなっているか。（補助資料）

（2）今回の委託業務の業務従事者に対し、情報セキュリティに関する指導・研修をどのように行うか。
（3）想定される情報漏洩の事例とそれが発生した際の対応方法について具体的に記載すること。

⑱　防災、災害及び緊急時等危機管理に対する考え方
（1）地震、津波、台風等の災害に備えた防災対策及び災害が発生した場合を想定した対策はあるか。
（2）業務中の事故、盗難等による個人情報流出などの緊急事態に対して適正
な対応がとれるか。
（3）広範囲にわたる断水事故等が発生した場合、当企業団に対してどのような支援・協力ができるか。
Ⅶ　その他提案
⑲　その他の業務提案
（1）当企業団水道事業ほか同業務に係るお客様（市民）サービス向上の実現に直結する、実現可能で具体的な企画・提案があるか。


（特別項目）　※特別項目については、技術適正や履行能力についてのみ評価します。なお、当該、特別項目については原則として、本委託業務の契約締結の際に、履行対象として含むものではありません。

■　下記に示す業務項目においては、今後の委託業務拡充を検討するうえで参考としたいので、業務遂行能力を有する企業は、実績・企画および提案（有償・無償の表示）を具体的にまとめてください。

　Ⅷ　特別項目
　　　　⑳　給水工事受付等・管網維持管理業務に対する考え方
（1）管網維持管理業務（漏水受付、調査、修理工事、広報活動、通水作業等）に類似する包括業務（部分委託は除く）を受託した実績（発注者名、給水人口、契約期間、業務内容等）
※実績がない場合は記載不要です。
　　　　　（2）給水工事受付等・管網維持管理業務に対する考え方
　　　ア　次に掲げる業務に対する考え方及び実施方法
（ａ）水道給水施設窓口業務
・給水装置工事に関する問合せ対応
・給水装置工事に関する各占用申請問合せ対応
（ｂ）給水装置工事申請書受付および現地調査関連業務（補助資料）

・給水装置に関する配管布設状況の情報提供
・開発給水協議書の受付および回答
・給水装置工事申請書の受付および一次審査
・分岐立会検査および竣工検査の実施
・給水装置工事申請書の整理
・消火栓使用（消火訓練）届等の受付および現地対応
（ｃ）管網維持管理業務
・漏水調査業務（計画的漏水調査）
・緊急現場対応業務（漏水箇所特定調査・管修繕・関係機関への連絡等・関係住民への断水周知・完了周知）
　　　・災害時における応援協力体制について（実績含む）
イ　上記（ａ）から（ｃ）までの事項以外に独自提案出来る業務

プロポーザル参加に関する質問書[bookmark: 様式第８号]様式第10号


平成　　年　　月　　日

　淡路広域水道企業団
　　企業長　中　田　　勝　久　様

　　　　　　　　　　　　　　　申請者住所
　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞　　　
　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
　　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ番号

　「淡路広域水道お客さまセンター業務委託」公募型プロポーザルに関して、以下の事項について質問します。

	Ｎo
	質問項目・頁
	質　問　内　容

	
	
	


淡水企総第　　　号[bookmark: 様式第９号]様式第11号

平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　淡路広域水道企業団
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企業長　中　田　　勝　久

プレゼンテーション及びヒアリング参加要請書

　先に参加申込みいただきました、「淡路広域水道お客さまセンター業務委託」公募型プロポーザルのプレゼンテーション及びヒアリングの日程が決定したので、参加を要請いたします。

記
１　日　　時　　平成　　年　　月　　日（　）午前・午後　　　時から

２　場　　所

３　問合せ先　　(1)　住　所 　〒６５６－０４５２
兵庫県南あわじ市神代浦壁792番地6
(2)　名　称　　淡路広域水道企業団　総務課
　　　　　　　　(3)　電　話　　０７９９－４２－５８９６
　　　　　　　　(4)　ＦＡＸ　　０７９９－４２－５８９７








淡水企総第　　　号[bookmark: 様式第10号]様式第12号

平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　淡路広域水道企業団
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企業長　中　田　　勝　久

プロポーザル選定結果通知書

　この度実施いたしました「淡路広域水道お客さまセンター業務委託」公募型プロポーザルにおいて、各参加事業者から提出された提案書等を厳正に審査した結果、御社の提案が総合的に最も高い評価でした。
　つきましては、御社を「淡路広域水道お客さまセンター業務委託」に係る契約候補者として決定したので通知します。








　　　　　　（問合せ先）
　　(1)　住　所 　〒６５６－０４５２
兵庫県南あわじ市神代浦壁792番地6
(2)　名　称　　淡路広域水道企業団　総務課
　　　　　　　　(3)　電　話　　０７９９－４２－５８９６
　　　　　　　　(4)　ＦＡＸ　　０７９９－４２－５８９７







淡水企総第　　　号[bookmark: 様式第11号]様式第13号

平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　淡路広域水道企業団
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企業長　中　田　　勝　久

プロポーザル非選定結果通知書

　この度実施いたしました「淡路広域水道お客さまセンター業務委託」公募型プロポーザルにおいて、御社から提出された提案書等を厳正に審査した結果、受託候補者として選定されませんでしたのでお知らせいたします。
　残念な結果ではありますが、プロポーザルへ参加いただきましたことに厚く御礼申し上げます。
　今後とも、当企業団水道事業につきまして御理解と御協力を賜りますようお願い申し上げます。










平成　　年　　月　　日（指定様式）


　淡路広域水道企業団
　　企業長　中　田　　勝　久　様

　　　　　　　　　　　　　　　申請者住所
　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　㊞　　　

[bookmark: プロポーザル方式参加辞退届]プロポーザル参加辞退届

　平成　　年　　月　　日付けで申込みました「淡路広域水道お客さまセンター業務委託」公募型プロポーザルへの参加を辞退いたしたく届出いたします。







　　　（連絡先）
　　　　(1)　住　　　　　所　　〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　(2)　担当者所属等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　(3)　担当者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　(4)　電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　(5)　ＦＡＸ番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



平成　　年　　月　　日様式第14号（1/2）


　淡路広域水道企業団
　　企業長　中　田　　勝　久　様

共同企業体結成届

共同企業体の名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

「淡路広域水道お客さまセンター業務」を共同連帯して受託することを目的とし、共同企業体を結成しましたので、共同企業体協定書の写しを添えて結成届を提出します。
なお、この届出及び添付書類のすべての記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。
また、当共同企業体が当該業務を受託した場合、次のことを誓約します。

・　当共同企業体が当該業務を履行完了するまでの間に、構成員のいずれかが脱退、破産又は解散した場合は、残存構成員が共同連帯して業務を完了します。

　　・　当共同企業体は、当該業務の終了後、12か月を経過するまでの間は、解散しないものとします。

・　当共同企業体が解散した後においても、当該業務の履行につき瑕疵があったときは、各構成員が共同連帯してその責に任ずることとします。


当共同企業体の構成員（代表者・代表者以外）は、下記のとおりです。

構成員　　　所　　　　在
　（代表者）　　商号（名称）
　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　　構成員　　　所　　　　在
（代表者以外）　商号（名称）
　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印



※構成員数により、適宜、行等を追加し、ご使用ください。

平成　　年　　月　　日
様式第14号（2/2）

　淡路広域水道企業団
　　企業長　中　田　　勝　久　様

委任状及び使用印鑑届

共同企業体の名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　共同企業体

構成員　　　所　　　　在
　（代表者）　　商号（名称）
　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　　構成員　　　所　　　　在
（代表者以外）　商号（名称）
　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

※構成員数により、適宜、行等を追加し、ご使用ください。

　　私共は、上記の共同企業体の代表者を代理人と定め、当共同企業体が在続する間、淡路広域水道お客さまセンター業務委託に係る入札及び見積合わせ等のほか、契約の締結及び履行並びに代金（保証金を含む。）の納付、請求及び受領に係る一切の権限を委託するとともに、上記の共同企業体の印鑑として下記の印鑑を使用したく、届け出をします。

　　　使用印
	



（参考資料）

[bookmark: 共同企業体協定書]共同企業体協定書

（目的）
第１条　当共同企業体は、「○○○」（以下「○○○」という。）に関する事業及びそれに附帯する事業について、協力して開発・運営を行うことを目的とする。

（名称）
第２条　当共同企業体は、○○○共同企業体（以下「当企業体」という。）と称する。

（事務所の所在地）
第３条　当企業体は、事務所を○○市○○町○○番地に置く。

（成立の時期及び解散の時期）
第４条　当企業体は、平成　　年　　月　　日に成立し、委託業務終了後１２か月を経過するまでの間は、解散することはできない。
２　委託業務を受託することができなかったときは、当企業体は、前項の規定にかかわらず、当該委託業務契約が締結された日に解散するものとする。

（構成員の住所及び名称）
第５条　当企業体の構成員は、次のとおりとする。
　　　所在地
　　　名　　　称
　　　代表取締役

　　　所在地
　　　名　　　称
　　　代表取締役

（代表企業者の名称）
第６条　当企業体の代表者は、○○を代表とする。

（代表者の権限）
第７条　当企業体の代表者は、○○○（第１条の業務委託名）に関し、当企業体を代表して、発注者との折衝する権限並びに自己の名義をもって委託料の請求、受領及び当企業体に属する財産を管理する権限を有するものとする。

（分担業務額）
第８条　各構成員の委託業務の分担は、次のとおりとする。ただし、分担業務の一部につき発注者と契約内容の変更増減等があったときは、それに応じて分担の変更があるものとする。
　　　○○業務　　○○株式会社
　　　○○業務　　○○株式会社
２　前項に規定する分担業務の価額（運営委員会で定める。）については、別に定めるところによるものとする。

（運営委員会）
第９条　当企業体は、構成員全員をもって運営委員会を設け、委託業務の遂行内容について協議のうえ決定し、事業の円滑な遂行に当たるものとする。

（構成員の責任）
第10条　各構成員は、委託業務に関して当企業体が負担する債務の履行に関し、連帯して責任を負うものとする。

（取引金融機関）
第11条　当企業体の取引金融機関は、○○銀行○○支店とし、当企業体名称を冠した代表者の名義により設けられた別口口座によって取引するものとする。

（構成員の必要経費の分配）
第12条　構成員はその分担業務の履行のため、運営委員会の定めるところにより必要な経費の分配を受けるものとする。

（共通費用の分担）
第13条　委託業務中発生した共通の経費等については、分担業務額の割合により毎月１回運営委員会において、各構成員の分担額を決定するものとする。

（構成員の相互間の責任の分担）
第14条　構成員がその分担業務に関し、発注者及び第三者に与えた損害は、当該構成員がこれを負担するものとする。
２　構成員が他の構成員に損害を与えた場合においては、その責任につき関係構成員が協議するものとする。
３　前２項に規定する責任について協議がととのわないときは、運営委員会の決定に従うものとする。
４　前３項の規定は、いかなる意味においても第10条に規定する当企業体の責任を免れるものではない。

（権利義務の譲渡の制限）
第15条　本協定書に基づく権利義務は、他人に譲渡することはできない。

（業務途中における構成員の脱退）
第16条　構成員は、委託業務の契約が完了する日までは当企業体から脱退することができない。

（業務途中における構成員の破産又は解散に対する処置）
第17条　構成員のうちいずれかが業務途中において破産又は解散した場合においては、残存構成員が共同連帯して当該構成員の分担業務を完了するものとする。
２　前項の場合においては、第14条第2項及び第3項の規定を準用する。

（代表者の変更）
第18条　代表者が脱退若しくはその責務を果たせなくなった場合には、従前の代表者に代えて、残存構成員のいずれかを代表者にするものとする。

（解散後の瑕疵担保）
第19条　当企業体が解散した後においても、当該業務につき瑕疵があったときは、各構成員は、共同連帯してその責に任ずるものとする。

（協定書に定めのない事項）
第20条　本協定書に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとする。

　○○株式会社ほか○社は、上記のとおり○○○共同企業体協定を締結したので、その証拠としてこの協定書○通を作成し、各通に構成員が記名押印して各自所持するものとする。

　平成　　年　　月　　日

　共同企業体名称

　　　所在地
　　　名　　　称
　　　代表取締役　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

　　　所在地
　　　名　　　称
　　　代表取締役　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞


共同企業体協定書第８条に基づく協定書

　淡路広域水道企業団発注に係る下記の業務については、共同企業体協定書第８条の規定により、当企業体構成員が分担する業務の価額を次のとおり定める。

記
　分担業務額（消費税分及び地方消費税分を含む。）
　　　○○業務　　　○○株式会社　　○○円
　　　○○業務　　　○○株式会社　　○○円

　○○株式会社ほか○社は、上記のとおり分担業務額を定めたのでその証拠としてこの協定書○通を作成し、各通に構成員が記名押印して各自所持するものとする。

　平成　　年　　月　　日

　共同企業体名称

　　　所在地
　　　名　　　称
　　　代表取締役　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

　　　所在地
　　　名　　　称
[bookmark: _GoBack]　　　代表取締役　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞


